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テーマ：消費税率引き上げ時期と景気循環 2016年４月18日(月) 

～長期政権で景気回復長期化も憲法改正の優先によるリスクあり～ 
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（要旨） 

● 政府の景気基準日付によると、回復期の平均はほぼ３年。直近の第 16 循環は、2012 年 11 月に

底を打っているため、そこから３年というと 2015 年の 12 月となり、ちょうど昨年末の株価が

ピークアウトしたタイミングと重なる。その場合、景気後退がきっかけとなって、消費税率引

き上げが再び先送りされる可能性がある。 

● ただ、次の消費税率の引き上げには景気条項がついていないため、消費税率の引き上げが断行

される可能性もある。しかしその場合、景気後退期に消費税率を引き上げ、後退期間を長引か

せるという最悪の状況を作りかねない。 

● 一方、1951年以降観察された景気循環の中で、過去に 50ヶ月を超えた景気回復期が３回だけ記

録されており、いずれも戦後の長期政権の上位にランクされる安定政権の下で達成されている。 

● 背景には、長期政権であれば思い切った政策が実行しやすくなり、そうした期待により経済が

活性化し、国民の支持も獲得しやすくなるという好循環が生まれることがある。現在の第二次

安倍内閣が発足したのは、2012 年 12 月 26 日であり、すでに発足してから３年以上経っている

ため長期政権と呼べる。 

● 今年 2016年の夏には参議院選挙が予定されている。もし、安倍総理が現状並みの支持率を維持

しながら、経済に軸足をおいて政権運営を続け、参議院選挙を大過なく戦い抜くことができれ

ば、消費税率の引き上げ時期が景気後退の時期と重なり、景気後退局面を長期化させてしまう

という最悪の事態は避けられる可能性もある。 

● 消費増税以外に考えられる国内のリスクは、安倍首相が憲法改正を優先してしまうことである。

そもそもアベノミクスの最大の目的がデフレからの脱却である。選挙を経て、経済よりもそう

した問題に優先的に取り組むとなると、経済政策が後手に回り、株価も下落と厳しい局面を迎

えるリスクが高まる。 

 

●消費再増税前の景気腰折れの可能性 

 2014年 12月、安部総理は 2015年の 10月に予定されていた消費税率 10％への引き上げ時期を、

１年半延期することを発表した。これにより 10％への引き上げ時期は、2017年４月となった。安倍

総理が引き上げ時期を延期することが可能だったのは、まだ民主党政権だった時に決まった消費税

引き上げ法案に景気条項がついていたからである。 

 景気条項というのは、消費税率の引き上げにあたり、景気の状況により、引き上げ時期の延期や

停止といった適切な措置を講じることを求めたもので、安部総理はこの条項に従って引き上げ時期

の延期を決めたのである。 
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 しかし、2017年４月へと延期された消費税率の引き上げには景気条項がついていない。そのため、

引き上げ判断のタイミングで余程のことが起きていない限り、2017年４月には消費税は 10％に確実

に引き上げられることになっている。 

 問題は、この消費税率の引き上げ判断の時期まで景気回復が続いているかどうか、という点であ

る。消費税率引き上げによって、2014年度のように景気の腰を折ってしまうような結果にならない

か？誰しもが心配するところである。 

 もちろん、今の段階では消費税率引き上げ判断時期の景気がどうなっているかは誰にもわからな

い。但し、過去の経験則に照らし合わせて考えてみることはできる。 

 景気はいい時期と、悪い時期が循環して現れる。この景気の循環を、内閣府は 1951年６月以降、

景気のピーク（山）と底（谷）として認定している。 

 このデータによると、景気の回復期は最長がいざなみ景気の時の 73ヶ月で、最短は前回の第 16

循環で 14ヶ月と非常に幅がある。試みに、回復期を平均すると、36.3ヶ月、つまりほぼ３年とい

うことになる。直近の第 16循環は、2012年 11月に底を打っているため、そこから３年というと、

2015年の 12月となり、ちょうど昨年末の株価がピークアウトしたタイミングと重なる。その場合、

景気後退がきっかけとなって、消費税率引き上げが再び先送りされる可能性もある。ただ、最短だ

った第１循環の４か月の他にも、前回第 15循環の時も７ヶ月しか後退期は持たなかったため、2017

年４月の消費税率の引き上げ判断のタイミングまで後退期が続かない可能性もない訳ではない。ま

た、次の消費税率の引き上げには景気条項がついていないため、単に景気が後退しているだけでは、

消費税率の引き上げは断行される可能性もある。しかしその場合、景気後退期に消費税率を引き上

げ、後退期間を長引かせるという、最悪の状況を作りかねない。 

次に予定されている消費税引き上げ率は８％から 10％への２％だが、景気に対するマイナスの影

響は大きく、消費増税による景気の腰折れは、あっては欲しくはないが、十分に考えられるリスク

シナリオの一つである。 

 

 

 

景気基準日付

拡張 後退
第１循環 1951年6月 1951年10月 4
第２循環 1951年10月 1954年1月 1954年11月 27 10
第３循環 1954年11月 1957年6月 1958年6月 31 12
第４循環 1958年6月 1961年12月 1962年10月 42 10
第５循環 1962年10月 1964年10月 1965年10月 24 12
第６循環 1965年10月 1970年7月 1971年12月 57 17
第７循環 1971年12月 1973年11月 1975年3月 23 16
第８循環 1975年3月 1977年1月 1977年10月 22 9
第９循環 1977年10月 1980年2月 1983年2月 28 36
第10循環 1983年2月 1985年6月 1986年11月 28 17

第11循環 1986年11月 1991年2月 1993年10月 51 32

第12循環 1993年10月 1997年5月 1999年1月 43 20

第13循環 1999年1月 2000年11月 2002年1月  22 14

第14循環 2002年1月  2008年10月 2009年3月 73 13

第15循環 2009年3月 2012年4月 2012年11月 37 7
平均 36.3 16.1

（いざなみ景気）　（世界金融バブル崩壊）

（出所)内閣府「景気動向指数」

谷 山 谷
期　　　間

（ハイテク景気）　　　（円高不況）

（平成景気）　　　　　（バブル崩壊）

（さざなみ景気）　　（金融危機）

（IT景気）　　　　（ITバブル崩壊）
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（出所）内閣府、網がけは景気後退期

景気動向指数（一致ＣＩ）の推移

一致指数
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●時の政権が影響する景気循環の長さ 

一方、景気の循環はそんなに杓子定規に動くものではないとする見方もある。というのも、むし

ろ時の政権がどういう状態にあったかによって、景気回復時期の長短に大きく影響していることが

過去の事例から明らかになっているためである。 

 1951年以降、観察された景気循環の中で、過去に 50ヶ月を超えた景気回復期が３回だけ記録さ

れている。一回目が、第６循環（1965年 10月～1970年７月）の 57ヶ月。二回目が、第 11循環（1986

年 11月～1991年２月）の 51ヶ月。そして、３回目が第 14循環（2002年１月～2008年 10月）の

73ヶ月である。この３回の景気回復期は、いずれも戦後の長期政権の上位にランクされる安定政権

の下で達成されている。 

第６循環は、正に佐藤栄作元首相が政権の座にあった期間に景気回復期を迎えており、第 11循環

にも中曽根政権の後半に景気が上向き、後の政権にバトンタッチされている。また、第 14循環は小

泉政権の元で、景気回復が始まり在任中ずっと好景気を維持し続けた。 

 このように、政権が長期に安定すると、景気回復の期間が長く続く傾向があるのは、間違いのな

い事実である。背景には、長期政権であれば思い切った政策が実行しやすくなり、そのような政策

を実行することで、経済が活性化し、国民の支持も獲得しやすくなるという好循環が生まれること

がある。現在の第二次安倍内閣が発足したのは、2012年 12月 26日であり、すでに発足してから３

年以上経っているため、長期政権と呼べる。 

現安倍政権は 2014年 12月に衆議院の解散総選挙で、大勝利を果たした上、その後も比較的高い

国民の支持率を維持し、昨秋には自民党総裁として再任されている。 

 また、今年 2016年の夏には参議院選挙が予定されている。もし、安倍総理が現状並みの支持率を

維持しながら、経済に軸足をおいて政権運営を続け、参議院選挙を大過なく戦い抜くことができれ

ば、先に紹介した諸先輩方に並ぶ長期政権になる可能性が大きくなる。 

 その場合、景気回復の期間も平均の３年を超えた長期のものとなる可能性が高くなる。そうすれ

ば、消費税率の引き上げ時期が、景気後退の時期と重なり、景気後退局面を長期化させてしまうと

いう最悪の事態は避けられる可能性もある。 

 

 

 

歴代長期政権で実施された改革事例

佐藤政権 小泉政権で実施された改革事例
高度経済成長政策 官から民へ

日米安保条約自動延長 郵政民営化
沖縄返還 道路公団民営化

等 市場化テスト
指定管理者制度

中曽根政権 労働者派遣法の規制緩和
容積率緩和 独立行政法人や政策金融機関の統廃合
日本専売公社民営化 造改革特区や規制緩和の推進
日本電信電話公社民営化
防衛費1％枠撤廃 中央から地方へ

国鉄分割民営化 国庫支出金改革
リゾート法制定 地方交付税交付金改革

等 税源移譲を含む税源配分の見直し

その他の改革

不良債権処理（竹中プラン）

医療制度改革
特別会計改革
FTA、EPAの推進
議員年金廃止

等
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（出所）内閣府

経済成長率と長期政権

～80年代以降は二つの政権のみ～

小泉政権 中曽根政権

05年基準 00年基準
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●憲法改正にのめりこむリスク 

 消費増税以外に考えられる国内のリスクは、安倍首相が憲法改正を優先してしまうことである。

今年 2016年の夏には参議院選挙が予定されている。安倍政権は、発足当初からデフレからの脱却を

政権の第一の目標に掲げているため、おそらく、安倍首相も参議院選挙までは経済に軸足を置かざ

るを得ない状況が続くのではないかと考えられる。 

 今年の参議院議員選は、既に衆議院を解散して衆参ダブル選挙になるのではないかとの観測が出

ているが、もしそこで衆参両院で圧勝すると、いよいよもって、憲法改正に進んでいく可能性が出

てくる。そうなると、経済政策が後手に回り、株価も下落という、起こっては欲しくないシナリオ

の懸念が高まる。 

また、夏に参議院選挙を控えている安倍首相にしても、この段階までには何としても景気を浮揚

させ、かつ物価が上昇気流に乗るように何らかの策を講じてくることが大いに考えられる。 

 では、現状の日本経済は、デフレ脱却にどこまで近づいてきているのか。データを確認すると、

国際通貨基金（ＩＭＦ）は、デフレを「少なくとも２年間継続的に物価が下落する状態」と定義し

ている一方、デフレ脱却に関しては明確な定義を示していない。 

 そこで、日本政府は独自に、消費者物価、ＧＤＰデフレーター、需給ギャップ、単位労働コスト

（ユニット・レーバー・コスト）の４つの指標全てが、前年比プラスになることをデフレ脱却の定

義として置いている。 

 現状では、消費者物価とＧＤＰデフレーターに関してはすでにプラスに転じているが、需給ギャ

ップはまだ明確にマイナスのままとなっている。 

 微妙なのが単位労働コストで、これは日本の家計が受け取っている雇用者報酬を実質ＧＤＰで割

ったものであり、現段階ではプラスだが、今後景気が良くなって実質ＧＤＰが増えれば、マイナス

になってしまう可能性もあるため、まだ判断はしかねる状況である。実は、この指標は分母である

実質ＧＤＰが下がる、つまり景気が悪くなっても指標自体はプラスになってしまうので、私の個人

的な意見としては、デフレ脱却を判断する材料としてはあまりふさわしくないと考えている。 

そもそも、安倍首相が掲げたアベノミクスの最大の目的がデフレからの脱却である。しかし、仮

に参議院選挙で大勝利を収め、経済よりも憲法改正を優先的に取り組むとなってしまうと、いろい

ろと難しい局面を迎えることも想定しておく必要があるだろう。 

 

 


